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議 案 第 ３ ７ 号  

令 和 ３ 年 度 能 代 市 水 道 事 業 会 計 予 算  

  （ 総 則 ）  

第 １ 条  令 和 ３ 年 度 能 代 市 水 道 事 業 会 計 の 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。  

  （ 業 務 の 予 定 量 ）  

第 ２ 条  業 務 の 予 定 量 は 、 次 の と お り と す る 。  

（ 1） 給 水 戸 数        ２ ０ ， ９ ４ ０ 戸  

（ 2） 年 間 総 給 水 量     ４ ， １ ８ ８ ， ８ ９ １ ㎥  

（ 3） 一 日 平 均 給 水 量        １ １ ， ４ ７ ６ ㎥  

（ 4） 主 要 な 建 設 改 良 事 業  配 水 管 等 整 備 事 業 事 業 費    ２ ８ １ ， ０ ０ ８ 千 円  

              北 部 地 区 配 水 管 整 備 事 業 事 業 費     ６ ２ ， ３ ２ ８ 千 円  

（ 収 益 的 収 入 及 び 支 出 ）  

第 ３ 条  収 益 的 収 入 及 び 支 出 の 予 定 額 は 、 次 の と お り と 定 め る 。 な お 、 特 別 損 失 中 の 解 体 撤 去 事 業 費 ４ ８ ， ７ ６ ３

千 円 の 財 源 に 充 て る た め 、 企 業 債 ４ ８ ， ０ ０ ０ 千 円 を 借 り 入 れ る 。  

収           入  

第 １ 款  水 道 事 業 収 益     １ ， ２ ５ ３ ， ８ １ ３ 千 円  

第 １ 項  営 業 収 益        ９ ９ ５ ， ２ ４ ７ 千 円  

第 ２ 項  営 業 外 収 益        ２ １ ０ ， ５ ６ ５ 千 円  

第 ３ 項  特 別 利 益         ４ ８ ， ０ ０ １ 千 円  

支           出  

第 １ 款  水 道 事 業 費 用     １ ， １ ２ ２ ， ３ ８ １ 千 円  

第 １ 項  営 業 費 用        ９ ４ １ ， ２ １ ５ 千 円  

第 ２ 項  営 業 外 費 用        １ ２ ９ ， １ ５ ７ 千 円  

第 ３ 項  特 別 損 失         ５ １ ， ５ ０ ９ 千 円  

第 ４ 項  予 備 費            ５ ０ ０ 千 円  

 （ 資 本 的 収 入 及 び 支 出 ）  

第 ４ 条  資 本 的 収 入 及 び 支 出 の 予 定 額 は 、 次 の と お り と 定 め る （ 資 本 的 収 入 額 が 資 本 的 支 出 額 に 対 し 不 足 す る 額

４ ０ ８ ， ９ ０ ２ 千 円 は 、 当 年 度 分 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 １ ８ ， １ ７ ３ 千 円 、 過 年 度 分 損 益 勘  

定 留 保 資 金 ２ ９ ２ ，９ ５ ７ 千 円 及 び 当 年 度 分 損 益 勘 定 留 保 資 金 ９ ７ ，７ ７ ２ 千 円 で 補 て ん す る も の と す る 。）。  
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収           入  

第 １ 款  資 本 的 収 入       ４ １ ７ ， ０ ４ ５ 千 円  

第 １ 項  企 業 債        １ ５ ２ ， ８ ０ ０ 千 円  

第 ２ 項  出 資 金         ２ ０ ， ０ ３ ３ 千 円  

第 ３ 項  国 庫 補 助 金         ２ ０ ， ０ ３ ３ 千 円  

第 ４ 項  他 会 計 補 助 金        １ ２ ０ ， ２ ５ ５ 千 円  

第 ５ 項  他 会 計 負 担 金         １ ７ ， ５ ５ ４ 千 円  

第 ６ 項  工 事 負 担 金         ８ ６ ， ３ ６ ９ 千 円  

第 ７ 項  固 定 資 産 売 却 代 金              １ 千 円  

支           出  

第 １ 款  資 本 的 支 出       ８ ２ ５ ， ９ ４ ７ 千 円  

第 １ 項  建 設 改 良 費        ３ ４ ４ ， ６ ２ ９ 千 円  

第 ２ 項  企 業 債 償 還 金        ４ ８ １ ， ３ １ ８ 千 円  

 （ 企 業 債 ）  

第 ５ 条  起 債 の 目 的 、 限 度 額 、 起 債 の 方 法 、 利 率 及 び 償 還 の 方 法 は 、 次 の と お り と 定 め る 。  

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利     率  償    還    の    方    法  

解 体 撤 去 事 業  

千 円  

48,000 

証 書 借 入 れ 

又 は  

証 券 発 行 

 

 

3.00％ 以 内  

（ た だ し 、 利 率 見

直 し 方 式 で 借 り 入

れ る 場 合 、 利 率 の

見 直 し を 行 っ た 後

に お い て は 、 当 該

見 直 し 後 の 利 率 ）  

政 府 資 金 の 場 合 は 、そ の 融 資 条 件 に よ る 。銀 行

そ の 他 の 場 合 は 債 権 者 と 協 議 し て 定 め る 。た だ

し 、企 業 財 政 の 都 合 に よ り 据 置 期 間 及 び 償 還 期

限 を 短 縮 し 、も し く は 繰 上 償 還 又 は 低 利 に 借 換

え す る こ と が で き る 。  配水管等整備事業 

 

132,800 

北 部 地 区 配 水 管

整 備 事 業  

 

20,000 

  

（ 一 時 借 入 金 ）  

第 ６ 条  一 時 借 入 金 の 限 度 額 は 、 ２ ０ ０ ， ０ ０ ０ 千 円 と 定 め る 。  
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収           入  

第 １ 款  資 本 的 収 入       ４ １ ７ ， ０ ４ ５ 千 円  

第 １ 項  企 業 債        １ ５ ２ ， ８ ０ ０ 千 円  

第 ２ 項  出 資 金         ２ ０ ， ０ ３ ３ 千 円  

第 ３ 項  国 庫 補 助 金         ２ ０ ， ０ ３ ３ 千 円  

第 ４ 項  他 会 計 補 助 金        １ ２ ０ ， ２ ５ ５ 千 円  

第 ５ 項  他 会 計 負 担 金         １ ７ ， ５ ５ ４ 千 円  

第 ６ 項  工 事 負 担 金         ８ ６ ， ３ ６ ９ 千 円  

第 ７ 項  固 定 資 産 売 却 代 金              １ 千 円  

支           出  

第 １ 款  資 本 的 支 出       ８ ２ ５ ， ９ ４ ７ 千 円  

第 １ 項  建 設 改 良 費        ３ ４ ４ ， ６ ２ ９ 千 円  

第 ２ 項  企 業 債 償 還 金        ４ ８ １ ， ３ １ ８ 千 円  

 （ 企 業 債 ）  

第 ５ 条  起 債 の 目 的 、 限 度 額 、 起 債 の 方 法 、 利 率 及 び 償 還 の 方 法 は 、 次 の と お り と 定 め る 。  

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利     率  償    還    の    方    法  

解 体 撤 去 事 業  

千 円  

48,000 

証 書 借 入 れ 

又 は  

証 券 発 行 

 

 

3.00％ 以 内  

（ た だ し 、 利 率 見

直 し 方 式 で 借 り 入

れ る 場 合 、 利 率 の

見 直 し を 行 っ た 後

に お い て は 、 当 該

見 直 し 後 の 利 率 ）  

政 府 資 金 の 場 合 は 、そ の 融 資 条 件 に よ る 。銀 行

そ の 他 の 場 合 は 債 権 者 と 協 議 し て 定 め る 。た だ

し 、企 業 財 政 の 都 合 に よ り 据 置 期 間 及 び 償 還 期

限 を 短 縮 し 、も し く は 繰 上 償 還 又 は 低 利 に 借 換

え す る こ と が で き る 。  配水管等整備事業 

 

132,800 

北 部 地 区 配 水 管

整 備 事 業  

 

20,000 

  

（ 一 時 借 入 金 ）  

第 ６ 条  一 時 借 入 金 の 限 度 額 は 、 ２ ０ ０ ， ０ ０ ０ 千 円 と 定 め る 。  
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 （ 予 定 支 出 の 各 項 の 経 費 の 金 額 の 流 用 ）  

第 ７ 条  予 定 支 出 の 各 項 の 経 費 の 金 額 を 流 用 す る こ と が で き る 場 合 は 、 次 の と お り と 定 め る 。  

（ 1） 営 業 費 用 、 営 業 外 費 用 及 び 特 別 損 失 の 間 の 流 用  

（ 議 会 の 議 決 を 経 な け れ ば 流 用 す る こ と の で き な い 経 費 ）  

第 ８ 条   次 に 掲 げ る 経 費 に つ い て は 、 そ の 経 費 の 金 額 を 、 そ れ 以 外 の 経 費 の 金 額 に 流 用 し 、 又 は そ れ 以 外 の 経 費

を そ の 経 費 の 金 額 に 流 用 す る 場 合 は 、 議 会 の 議 決 を 経 な け れ ば な ら な い 。  

（ 1） 職 員 給 与 費         ６ ８ ， ９ １ ５ 千 円     

 （ 他 会 計 か ら の 補 助 金 ）  

第 ９ 条   営 業 補 助 及 び 資 本 的 支 出 の 一 部 に 充 て る た め 、 一 般 会 計 か ら こ の 会 計 へ 補 助 を 受 け る 金 額 は 、 １ ２ ６ ， ８

９ １ 千 円 で あ る 。  

 （ た な 卸 資 産 購 入 限 度 額 ）  

第 １ ０ 条  た な 卸 資 産 の 購 入 限 度 額 は 、 １ ３ ， ２ ０ １ 千 円 と 定 め る 。  

 

    令 和 ３ 年 ２ 月 ２ ２ 日 提 出  

 

                                                                    能 代 市 長   齊  藤  滋  宣   
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議 案 第 ３ ８ 号  

   令 和 ３ 年 度 能 代 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算  

 （ 総 則 ）  

第 １ 条  令 和 ３ 年 度 能 代 市 下 水 道 事 業 会 計 の 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。  

 （ 業 務 の 予 定 量 ）  

第 ２ 条  業 務 の 予 定 量 は 、 次 の と お り と す る 。  

（ 1） 排 水 戸 数        １ １ ， ９ ４ ８ 戸  

（ 2） 年 間 総 処 理 水 量     ４ ， １ ７ ８ ， ４ ４ ６ ㎥  

（ 3） 一 日 平 均 処 理 水 量        １ １ ， ４ ４ ８ ㎥  

（ 4） 主 要 な 建 設 改 良 事 業  管 渠 建 設 改 良 事 業 事 業 費  １ ， １ １ １ ， ５ ９ ３ 千 円  

              ポ ン プ 場 建 設 改 良 事 業 事 業 費  １ ０ ， ０ ０ ０ 千 円  

 （ 収 益 的 収 入 及 び 支 出 ）  

第 ３ 条  収 益 的 収 入 及 び 支 出 の 予 定 額 は 、 次 の と お り と 定 め る 。  

収 入 

 第 １ 款  下 水 道 事 業 収 益    １ ， ６ ７ ９ ， ３ ７ ６ 千 円  

  第 １ 項  営 業 収 益       ７ ２ ８ ， １ ８ ５ 千 円  

  第 ２ 項  営 業 外 収 益       ９ ５ １ ， １ ９ ０ 千 円  

  第 ３ 項  特 別 利 益             １ 千 円  

支 出 

 第 １ 款  下 水 道 事 業 費 用    １ ， ４ １ ７ ， ３ ６ ６ 千 円  

  第 １ 項  営 業 費 用     １ ， ２ ５ ６ ， ５ ７ ３ 千 円  

  第 ２ 項  営 業 外 費 用       １ ６ ０ ， ３ ９ ３ 千 円  

  第 ３ 項  特 別 損 失           １ ０ ０ 千 円  

  第 ４ 項  予 備 費           ３ ０ ０ 千 円  

 （ 資 本 的 収 入 及 び 支 出 ）  

第 ４ 条  資 本 的 収 入 及 び 支 出 の 予 定 額 は 、 次 の と お り と 定 め る （ 資 本 的 収 入 額 が 資 本 的 支 出 額 に 対 し 不 足 す る 額

５ １ ８ ， ９ ０ １ 千 円 は 、 過 年 度 分 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 ３ ３ ， ２ ９ ９ 千 円 、 当 年 度 分 消 費 税

及 び 地 方 消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 １ ４ ， ９ ６ ６ 千 円 、 過 年 度 分 損 益 勘 定 留 保 資 金 ４ ７ ０ ， ６ ３ ６ 千 円 で 補 て ん

す る も の と す る 。 ） 。  
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収 入 

 第 １ 款  資 本 的 収 入     １ ， ５ ６ ３ ， ５ ２ ７ 千 円  

  第 １ 項  企 業 債      １ ， ０ ８ ０ ， ３ ０ ０ 千 円  

  第 ２ 項  出 資 金         ５ ９ ， ２ ２ ５ 千 円  

  第 ３ 項  国 庫 補 助 金        ３ ８ ４ ， ５ ０ ０ 千 円  

  第 ４ 項  他 会 計 補 助 金            ７ ０ ２ 千 円  

  第 ５ 項  負 担 金         ３ ８ ， ８ ０ ０ 千 円  

支 出 

 第 １ 款  資 本 的 支 出     ２ ， ０ ８ ２ ， ４ ２ ８ 千 円  

  第 １ 項  建 設 改 良 費      １ ， １ ４ ３ ， ７ ８ ８ 千 円  

  第 ２ 項  企 業 債 償 還 金        ９ ３ ８ ， ６ ４ ０ 千 円  

 （ 債 務 負 担 行 為 ）  

第 ５ 条  債 務 負 担 行 為 を す る こ と が で き る 事 項 、 期 間 及 び 限 度 額 は 、 次 の と お り と 定 め る 。  

事 項 期 間 限 度 額 

 

令 和 ３ 年 度 水 洗 便 所 改 造 資 金 利 子 補 給

費 補 助 金  

令 和   年 度  

 ４  ～   ８  

令 和 ３ 年 度 の 水 洗 便 所 改 造 資 金 と し て 金 融 機 関 が 融  

資 し た 額 １ ， ０ ０ ０ 千 円 を 限 度 に ５ ０ ヶ 月 の 元 金 均  

等 払 い に 対 す る 年 利 ５ ． ０ ０ ％ 以 内 の 利 子 補 給 額  

令 和 ３ 年 度 水 洗 便 所 改 造 資 金 損 失 補 償  ３  ～   ８  
令 和 ３ 年 度 の 水 洗 便 所 改 造 資 金 と し て 金 融 機 関 が 融  

資 し た 総 額 の １ ０ ． ０ ％ に 相 当 す る 額  

 （ 企 業 債 ）  

第 ６ 条  起 債 の 目 的 、 限 度 額 、 起 債 の 方 法 、 利 率 及 び 償 還 の 方 法 は 、 次 の と お り と 定 め る 。  

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利     率  償    還    の    方    法  

公 共 下 水 道 事 業  
千 円  

 730,600 

証 書 借 入 れ 
又 は  

証 券 発 行 

3.00％ 以 内  
（ただし、利率見 
直し方式で借り入 
れる場合、利率の 
見直しを行った後 
においては、当該 
見直し後の利率） 

政府 資金の場合は 、その 融資条件によ る。銀 行
その 他の場合は債 権者と 協議して定め る。た だ
し、 企業財政の都 合によ り据置期間及 び償還 期
限を 短縮し、もし くは繰 上償還又は低 利に借 換
えす ることができ る。  

下 水 道 事 業  

（ 特 別 措 置 分 ）  
35,900 

資 本 費 平 準 化 債  313,800 
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 （ 一 時 借 入 金 ）  

第 ７ 条  一 時 借 入 金 の 限 度 額 は 、 ６ ０ ０ ， ０ ０ ０ 千 円 と 定 め る 。  

 （ 予 定 支 出 の 各 項 の 経 費 の 金 額 の 流 用 ）  

第 ８ 条  予 定 支 出 の 各 項 の 経 費 の 金 額 を 流 用 す る こ と が で き る 場 合 は 、 次 の と お り と 定 め る 。  

（ 1） 営 業 費 用 、 営 業 外 費 用 及 び 特 別 損 失 の 間 の 流 用  

 （ 議 会 の 議 決 を 経 な け れ ば 流 用 す る こ と の で き な い 経 費 ）  

第 ９ 条  次 に 掲 げ る 経 費 に つ い て は 、 そ の 経 費 の 金 額 を 、 そ れ 以 外 の 経 費 の 金 額 に 流 用 し 、 又 は そ れ 以 外 の 経 費  

を そ の 経 費 の 金 額 に 流 用 す る 場 合 は 、 議 会 の 議 決 を 経 な け れ ば な ら な い 。  

（ 1） 職 員 給 与 費         ６ ９ ， ２ １ ３ 千 円  

 （ 他 会 計 か ら の 補 助 金 ）  

第 １ ０ 条  営 業 補 助 及 び 資 本 的 支 出 の 一 部 に 充 て る た め 、一 般 会 計 か ら こ の 会 計 へ 補 助 を 受 け る 金 額 は 、５ ３ ３ ，

２ ４ ７ 千 円 で あ る 。  

 

  令 和 ３ 年 ２ 月 ２ ２ 日 提 出  

 

 能 代 市 長   齊  藤  滋  宣  
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収 入 

 第 １ 款  資 本 的 収 入     １ ， ５ ６ ３ ， ５ ２ ７ 千 円  

  第 １ 項  企 業 債      １ ， ０ ８ ０ ， ３ ０ ０ 千 円  

  第 ２ 項  出 資 金         ５ ９ ， ２ ２ ５ 千 円  

  第 ３ 項  国 庫 補 助 金        ３ ８ ４ ， ５ ０ ０ 千 円  

  第 ４ 項  他 会 計 補 助 金            ７ ０ ２ 千 円  

  第 ５ 項  負 担 金         ３ ８ ， ８ ０ ０ 千 円  

支 出 

 第 １ 款  資 本 的 支 出     ２ ， ０ ８ ２ ， ４ ２ ８ 千 円  

  第 １ 項  建 設 改 良 費      １ ， １ ４ ３ ， ７ ８ ８ 千 円  

  第 ２ 項  企 業 債 償 還 金        ９ ３ ８ ， ６ ４ ０ 千 円  

 （ 債 務 負 担 行 為 ）  

第 ５ 条  債 務 負 担 行 為 を す る こ と が で き る 事 項 、 期 間 及 び 限 度 額 は 、 次 の と お り と 定 め る 。  

事 項 期 間 限 度 額 

 

令 和 ３ 年 度 水 洗 便 所 改 造 資 金 利 子 補 給

費 補 助 金  

令 和   年 度  

 ４  ～   ８  

令 和 ３ 年 度 の 水 洗 便 所 改 造 資 金 と し て 金 融 機 関 が 融  

資 し た 額 １ ， ０ ０ ０ 千 円 を 限 度 に ５ ０ ヶ 月 の 元 金 均  

等 払 い に 対 す る 年 利 ５ ． ０ ０ ％ 以 内 の 利 子 補 給 額  

令 和 ３ 年 度 水 洗 便 所 改 造 資 金 損 失 補 償  ３  ～   ８  
令 和 ３ 年 度 の 水 洗 便 所 改 造 資 金 と し て 金 融 機 関 が 融  

資 し た 総 額 の １ ０ ． ０ ％ に 相 当 す る 額  

 （ 企 業 債 ）  

第 ６ 条  起 債 の 目 的 、 限 度 額 、 起 債 の 方 法 、 利 率 及 び 償 還 の 方 法 は 、 次 の と お り と 定 め る 。  

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利     率  償    還    の    方    法  

公 共 下 水 道 事 業  
千 円  

 730,600 

証 書 借 入 れ 
又 は  

証 券 発 行 

3.00％ 以 内  
（ただし、利率見 
直し方式で借り入 
れる場合、利率の 
見直しを行った後 
においては、当該 
見直し後の利率） 

政府 資金の場合は 、その 融資条件によ る。銀 行
その 他の場合は債 権者と 協議して定め る。た だ
し、 企業財政の都 合によ り据置期間及 び償還 期
限を 短縮し、もし くは繰 上償還又は低 利に借 換
えす ることができ る。  

下 水 道 事 業  

（ 特 別 措 置 分 ）  
35,900 

資 本 費 平 準 化 債  313,800 
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令 和 ３ 年 度 予 算 に 関 す る 説 明 書  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 





 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

水 道 事 業 会 計 予 算 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 





収　　　入

予定額（千円） 備　　　　　考

１．水 道 事 業 収 益 1,253,813

１．営 業 収 益 995,247

１．給 水 収 益 951,048 水道料金及び消費税相当額

２．そ の 他 営 業 収 益 44,199 下水道使用料徴収事務受託収入等

２．営 業 外 収 益 210,565

１．受 取 利 息 1

２．他 会 計 補 助 金 6,636 一般会計補助金

３．長 期 前 受 金 戻 入 202,580

４．雑 収 益 1,348 庁舎管理負担金等

３．特 別 利 益 48,001

１．過年度損益修正益 1

２．そ の 他 特 別 利 益 48,000 公営企業施設等整理債

令和３年度　能代市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

款 項 目

- 9 -
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支　　　出

予定額（千円） 備　　　　　考

１．水 道 事 業 費 用 1,122,381

１．営 業 費 用 941,215

１．原 水 及 び 浄 水 費 198,156 浄水場運転管理等委託料、人件費等

２．配 水 及 び 給 水 費 95,439 修繕費、量水器取替等委託料、人件費等

３．業 務 費 106,660 徴収事務等委託料、人件費等

４．総 係 費 36,121 庁舎管理負担金、人件費等

５．減 価 償 却 費 493,181

６．資 産 減 耗 費 11,657

７．そ の 他 営 業 費 用 1

２．営 業 外 費 用 129,157

１．支 払 利 息 93,958 企業債利息、一時借入金利息

２．消 費 税 35,197

３．雑 支 出 2

３．特 別 損 失 51,509

１．過年度損益修正損 200 過年度分水道料金還付金

２．解 体 撤 去 事 業 費 48,763 臥竜山浄水場解体撤去事業費

３．資 産 減 耗 費 2,546 臥竜山浄水場解体に伴う固定資産除却費

４．予 備 費 500

１．予 備 費 500

- 10 -

款 項 目
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支　　　出

予定額（千円） 備　　　　　考

１．水 道 事 業 費 用 1,122,381

１．営 業 費 用 941,215

１．原 水 及 び 浄 水 費 198,156 浄水場運転管理等委託料、人件費等

２．配 水 及 び 給 水 費 95,439 修繕費、量水器取替等委託料、人件費等

３．業 務 費 106,660 徴収事務等委託料、人件費等

４．総 係 費 36,121 庁舎管理負担金、人件費等

５．減 価 償 却 費 493,181

６．資 産 減 耗 費 11,657

７．そ の 他 営 業 費 用 1

２．営 業 外 費 用 129,157

１．支 払 利 息 93,958 企業債利息、一時借入金利息

２．消 費 税 35,197

３．雑 支 出 2

３．特 別 損 失 51,509

１．過年度損益修正損 200 過年度分水道料金還付金

２．解 体 撤 去 事 業 費 48,763 臥竜山浄水場解体撤去事業費

３．資 産 減 耗 費 2,546 臥竜山浄水場解体に伴う固定資産除却費

４．予 備 費 500

１．予 備 費 500

- 10 -

款 項 目

収　　　入

予定額（千円） 備　　　　　考

１．資 本 的 収 入 417,045

１．企 業 債 152,800

１．企 業 債 152,800

２．出 資 金 20,033

１．出 資 金 20,033 北部地区配水管整備事業一般会計出資金

３．国 庫 補 助 金 20,033

１．国 庫 補 助 金 20,033 北部地区配水管整備事業国庫補助金

４．他 会 計 補 助 金 120,255

１．他 会 計 補 助 金 120,255 一般会計補助金

５．他 会 計 負 担 金 17,554

１．他 会 計 負 担 金 17,554 消火栓施設工事一般会計負担金

６．工 事 負 担 金 86,369

１．工 事 負 担 金 86,369 配水管移設工事負担金

７．固定資産売却代金 1

１．固定資産売却代金 1

- 11 -

資本的収入及び支出

款 項 目
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支　　　出

予定額（千円） 備　　　　　考

１．資 本 的 支 出 825,947

１．建 設 改 良 費 344,629

１．建 設 費 281,008 工事請負費、委託料、人件費等

２．
北 部 地 区 配 水 管
整 備 事 業 費

62,328 工事請負費、委託料、負担金、人件費等

３．機 械 及 び 装 置 1,293 新設量水器

２．企 業 債 償 還 金 481,318

１．企 業 債 償 還 金 481,318 企業債元金償還金

款 項 目

- 12 -
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支　　　出

予定額（千円） 備　　　　　考

１．資 本 的 支 出 825,947

１．建 設 改 良 費 344,629

１．建 設 費 281,008 工事請負費、委託料、人件費等

２．
北 部 地 区 配 水 管
整 備 事 業 費

62,328 工事請負費、委託料、負担金、人件費等

３．機 械 及 び 装 置 1,293 新設量水器

２．企 業 債 償 還 金 481,318

１．企 業 債 償 還 金 481,318 企業債元金償還金

款 項 目

- 12 -

（単位　円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益 69,029,000
減価償却費 493,181,000
賞与引当金の増減額（△は減少） 29,000
長期前受金戻入額 △ 202,580,000
受取利息及び受取配当金 △ 1,000
支払利息 93,958,000
固定資産除却損 13,903,000
未収金の増減額（△は増加） 58,448,366
貯蔵品の増減額（△は増加） △ 6,156,000
未払金の増減額（△は減少） 90,542,000
小計 610,353,366
利息及び配当金の受取額 1,000
利息の支払額 △ 93,958,000
業務活動によるキャッシュ・フロー 516,396,366

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 316,387,000
有形固定資産の売却による収入 1,000
国庫補助金等による収入 20,033,000
一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 103,923,000
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 192,430,000

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 152,800,000
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 476,708,000
その他の企業債による収入 48,000,000
その他の企業債の償還による支出 △ 4,610,000
他会計等からの出資による収入 140,288,000
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 140,230,000

Ⅳ　資金増加（減少）額 183,736,366
Ⅴ　資金期首残高 519,772,556
Ⅵ　資金期末残高 703,508,922

令和３年度　能代市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）
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（単位千円）

本年度 0 人 9 人

前年度 0 人 9 人

比 較 0 0

手当の

内 訳

2,829 701

2,743 670

- 14 -

給　与　費　明　細　書

１．総　　括　（会計年度任用職員以外の職員）

区　　分
職　員　数 給　　　　　与　　　　　費

法定福利費 合 　計 備 考
特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手    当 計

（ 0） 職員数9人の内訳

33,276 19,753 53,029 15,886 68,915
　再任用職員　 　　 　  人
　上記以外の職員  　   9人

（ 0） 職員数9人の内訳

　再任用職員　 　　 　  人
　上記以外の職員  　   9人

（ 0） 職員数0人の内訳

34,386 20,777 55,163 16,411 71,574

　再任用職員　 　　 　  人
　上記以外の職員  　    人

※職員数欄の（　　）内は、再任用短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が
　常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書き

区　　分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 特殊勤務手当

0 △1,110 △1,024 △2,134 △525 △2,659

休日勤務手当
時 間 外

勤 務 手 当
管理職手当

前 年 度 1,645 324 264 393 597

本 年 度 1,059 297 473 472 471

86 31

区　　分 期末勤勉手当 寒冷地手当 計

比 較 △586 △27 209 79 △126

管 理 職 員

特別勤務手当

本 年 度 9 12,887 555 19,753

前 年 度 42 13,483 616 20,777

△1,024比 較 △33 △596 △61
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２．給料及び手当の増減額の明細 （単位千円）

区　　分 備 考

給　　 　料 △1,110 昇給に伴う増加分 499

そ の 他 の 増 減 分 △1,609 異動等

手       当 △1,024 そ の 他 の 増 減 分 △1,024 扶養手当 △586

住居手当 △27

通勤手当 209

特殊勤務手当 79

管理職手当 △126

時間外勤務手当 86

休日勤務手当 31

管理職員特別勤務手当 △33

期末勤勉手当 △596

寒冷地手当 △61

-15-

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明

会
計
年
度
任
用
職
員
以
外
の
職
員

（単位千円）

本年度 0 人 9 人

前年度 0 人 9 人

比 較 0 0

手当の

内 訳

2,829 701

2,743 670

- 14 -

給　与　費　明　細　書

１．総　　括　（会計年度任用職員以外の職員）

区　　分
職　員　数 給　　　　　与　　　　　費

法定福利費 合 　計 備 考
特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手    当 計

（ 0） 職員数9人の内訳

33,276 19,753 53,029 15,886 68,915
　再任用職員　 　　 　  人
　上記以外の職員  　   9人

（ 0） 職員数9人の内訳

　再任用職員　 　　 　  人
　上記以外の職員  　   9人

（ 0） 職員数0人の内訳

34,386 20,777 55,163 16,411 71,574

　再任用職員　 　　 　  人
　上記以外の職員  　    人

※職員数欄の（　　）内は、再任用短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が
　常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書き

区　　分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 特殊勤務手当

0 △1,110 △1,024 △2,134 △525 △2,659

休日勤務手当
時 間 外

勤 務 手 当
管理職手当

前 年 度 1,645 324 264 393 597

本 年 度 1,059 297 473 472 471

86 31

区　　分 期末勤勉手当 寒冷地手当 計

比 較 △586 △27 209 79 △126

管 理 職 員

特別勤務手当

本 年 度 9 12,887 555 19,753

前 年 度 42 13,483 616 20,777

△1,024比 較 △33 △596 △61
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３．給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与 （２）初　　任　　給

円 円

円 円

歳 歳

円 円

円 円

歳 歳

（３）級別職員数

人 ％ 人 ％

（級別の基準となる職務）

６ 級 ７ 級

行 政 職 主 事 主 任 主 査 係 長 課 長 補 佐 課 長 部 長

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級

1 11.1

５　級 ５　級 1 11.1

計 9 100.0 計 9 100.0

７　級 ７　級

3 33.4

４　級 3 33.3 ４　級 2 22.2

1 11.1

２　級 2 22.2 ２　級 1 11.1

令和３年４月１日現在

１　級

令和２年４月１日現在

１　級

３　級 3 33.3 ３　級

６　級 1 11.2 ６　級

区        分
行　 　　　政 　　　　職

区        分

181,928 円 181,928 円

令和２年４月１日現在

平均給料月額 332,067 339,090

平均給与月額 387,367

行　 　　　政 　　　　職

級 職 員 数 構 成 比 級 職 員 数 構 成 比

380,185

平 均 年 齢 44.8 45.0

円 149,610 円
平均給与月額 353,060 358,797令和３年４月１日現在

平均給料月額 306,897 326,444
高　校　卒 149,610

平 均 年 齢 38.7 41.8
大　学　卒

- 16 -

区 分
事　　務 技　　術

区　　　分 行　政　職
一般会計の制度

（行政職） （行政職） 行　政　職
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３．給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与 （２）初　　任　　給

円 円

円 円

歳 歳

円 円

円 円

歳 歳

（３）級別職員数

人 ％ 人 ％

（級別の基準となる職務）

６ 級 ７ 級

行 政 職 主 事 主 任 主 査 係 長 課 長 補 佐 課 長 部 長

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級

1 11.1

５　級 ５　級 1 11.1

計 9 100.0 計 9 100.0

７　級 ７　級

3 33.4

４　級 3 33.3 ４　級 2 22.2

1 11.1

２　級 2 22.2 ２　級 1 11.1

令和３年４月１日現在

１　級

令和２年４月１日現在

１　級

３　級 3 33.3 ３　級

６　級 1 11.2 ６　級

区        分
行　 　　　政 　　　　職

区        分

181,928 円 181,928 円

令和２年４月１日現在

平均給料月額 332,067 339,090

平均給与月額 387,367

行　 　　　政 　　　　職

級 職 員 数 構 成 比 級 職 員 数 構 成 比

380,185

平 均 年 齢 44.8 45.0

円 149,610 円
平均給与月額 353,060 358,797令和３年４月１日現在

平均給料月額 306,897 326,444
高　校　卒 149,610

平 均 年 齢 38.7 41.8
大　学　卒

- 16 -

区 分
事　　務 技　　術

区　　　分 行　政　職
一般会計の制度

（行政職） （行政職） 行　政　職

（４）昇　給

職　員　数 職　員　数

昇給に係る職員数 昇給に係る職員数

１号給 １号給

２号給 ２号給

３号給 ３号給

４号給 ４号給

６号給 ６号給

８号給 ８号給

比　率（Ｂ）／（Ａ） 比　率（Ｂ）／（Ａ）

（５）特殊勤務手当

給料総額に対する比率 （％）

支給対象職員の比率（令和３年４月１日現在） （％）

支給対象職員一人当たり平均支給月額 （円）

代表的な特殊勤務手当の名称

- 17 -

6,007

企　業　手　当

区　　　　　　　　　　　分 行　政　職 区　　　　　　　　　　　分 行　政　職

（人） 9

（Ｂ） （人） 9 （Ｂ） （人） 8本
　
　
　
年
　
　
　
度

（Ａ） （人） 9

前
　
　
　
年
　
　
　
度

（Ａ）

号給数別内訳

（人）

号給数別内訳
（人） （人）

（人） 9 （人） 8

（人）

（人） （人）

（％） 100.0 （％） 88.9

区　　　　　　　　　　　　　　　　分

60.0

（人） （人）

（人） （人）

行　　　　　　　　政　　　　　　　　職

1.1

-    -17



（５）期末手当・勤勉手当

（６）その他の手当

通　勤　手　当 同　じ

区　　　　　　分 一般会計の制度との異同

扶　養　手　当

有

２．１５０月分

- 18 -

有

一 般 会 計 の 制 度 ２．１５０月分 ２．１５０月分 ４．３００月分

同　じ

住　居　手　当 同　じ

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支　給　率　計
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　　　考
６　　月 １２　月

本 年 度 ２．１５０月分 ４．３００月分 有

前 年 度 ２．１７５月分 ２．１７５月分 ４．３５０月分

-    -18



（５）期末手当・勤勉手当

（６）その他の手当

通　勤　手　当 同　じ

区　　　　　　分 一般会計の制度との異同

扶　養　手　当

有

２．１５０月分

- 18 -

有

一 般 会 計 の 制 度 ２．１５０月分 ２．１５０月分 ４．３００月分

同　じ

住　居　手　当 同　じ

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支　給　率　計
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　　　考
６　　月 １２　月

本 年 度 ２．１５０月分 ４．３００月分 有

前 年 度 ２．１７５月分 ２．１７５月分 ４．３５０月分

（単位　円）

１．固　定　資　産

(1)

イ． 185,556,080

ロ． 610,982,342

△ 299,336,391 311,645,951

ハ． 19,504,267,880

△ 7,754,684,585 11,749,583,295

ニ． 3,007,542,942

△ 2,214,593,603 792,949,339

ホ． 12,853,996

△ 9,255,438 3,598,558

ヘ． 131,226,799

△ 97,195,618 34,031,181

ト． 2,510,000

13,079,874,404

(2)

イ． 581,600

ロ． 12,647,858

△ 9,746,660 2,901,198 

3,482,798

13,083,357,202

土 地

有 形 固 定 資 産 合 計

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

令和３年度　能代市水道事業予定貸借対照表（当年度）

（令和４年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部

有 形 固 定 資 産

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

橋 り ょ う 利 用 権

橋りょう利用権減価償却累計額

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

- 19 -
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２．流　動　資　産

(1) 703,508,922

(2)

イ． 28,639,930

ロ． 756,000

ハ． 57,503,000

86,898,930

(3) △ 1,399,648 

(4)

イ． 1,960,160

ロ． 13,829,255

15,789,415 

(5)

イ． 11,153,816

11,153,816 

815,951,435

13,899,308,637

３．固　定　負　債

(1)

イ．建設改良等の財源に充てるための企業債 5,408,928,570

ロ． 84,590,000

5,493,518,570

5,493,518,570

負　　　債　　　の　　　部

企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

預 り 金

そ の 他 流 動 資 産 合 計

営 業 外 未 収 金

- 20 -

現 金 預 金

未 収 金

営 業 未 収 金

そ の 他 未 収 金

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

材 料

量 水 器

貯 蔵 品 合 計

未 収 金 合 計

貸 倒 引 当 金
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４．流　動　負　債

(1)

イ．建設改良等の財源に充てるための企業債 483,681,000

ロ． 9,400,000

493,081,000

(2)

イ． 133,064,000

ロ． 7,876,000

ハ． 17,229,000

158,169,000

(3) 4,576,000

(4)

イ． 54,284,303

54,284,303

710,110,303

５．繰　延　収　益

(1) 5,988,587,313

(2) △ 2,922,688,786 

3,065,898,527

9,269,527,400

６．資　　本　　金

(1)

イ． 15,512,546

ロ． 2,233,201,513

ハ． 2,331,232,356

固 有 資 本 金

繰 入 資 本 金

組 入 資 本 金

企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

営 業 未 払 金

未 払 い 消 費 税

そ の 他 の 企 業 債

そ の 他 未 払 金

- 21 -

長 期 前 受 金

未 払 金 合 計

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

預 り 金

そ の 他 流 動 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　　本　　　の　　　部

自 己 資 本 金

２．流　動　資　産

(1) 703,508,922

(2)

イ． 28,639,930

ロ． 756,000

ハ． 57,503,000

86,898,930

(3) △ 1,399,648 

(4)

イ． 1,960,160

ロ． 13,829,255

15,789,415 

(5)

イ． 11,153,816

11,153,816 

815,951,435

13,899,308,637

３．固　定　負　債

(1)

イ．建設改良等の財源に充てるための企業債 5,408,928,570

ロ． 84,590,000

5,493,518,570

5,493,518,570

負　　　債　　　の　　　部

企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

預 り 金

そ の 他 流 動 資 産 合 計

営 業 外 未 収 金

- 20 -

現 金 預 金

未 収 金

営 業 未 収 金

そ の 他 未 収 金

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

材 料

量 水 器

貯 蔵 品 合 計

未 収 金 合 計

貸 倒 引 当 金

-    -21



4,579,946,415

4,579,946,415

７．剰　　余　　金

(1)

イ． 80,978,811

ロ． △ 100,172,989 

△ 19,194,178 

69,029,000 

49,834,822 

49,834,822 

4,629,781,237

13,899,308,637

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

繰越利益剰余金年度末残高

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

当 年 度 純 利 益

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

自 己 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

当年度未処分利益剰余金

- 22 -
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4,579,946,415

4,579,946,415

７．剰　　余　　金

(1)

イ． 80,978,811

ロ． △ 100,172,989 

△ 19,194,178 

69,029,000 

49,834,822 

49,834,822 

4,629,781,237

13,899,308,637

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

繰越利益剰余金年度末残高

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

当 年 度 純 利 益

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

自 己 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

当年度未処分利益剰余金

- 22 -

（単位　円）

１． 水道事業営業収益

（１） 給 水 収 益 825,193,000

（２） 受 託 工 事 収 益 75,457,000

（３） そ の 他 の 営 業 収 益 61,630,000 962,280,000

２． 水道事業営業費用

（１） 原 水 及 び 浄 水 費 163,878,000

（２） 配 水 及 び 給 水 費 84,591,000

（３） 業 務 費 96,080,000

（４） 総 係 費 33,896,000

（５） 受 託 工 事 費 68,597,000

（６） 減 価 償 却 費 434,954,000

（７） 資 産 減 耗 費 6,554,000

（８） そ の 他 の 営 業 費 用 1,000 888,551,000

営 業 利 益 73,729,000

３． 水道事業営業外収益

（１） 受 取 利 息 1,000

（２） 他 会 計 補 助 金 2,545,000

（３） 長 期 前 受 金 戻 入 156,624,000

（４） 雑 収 益 1,259,000 160,429,000

４． 水道事業営業外費用

（１） 支 払 利 息 93,606,000

（２） 雑 支 出 2,000 93,608,000 66,821,000

経 常 利 益 140,550,000

令和２年度　能代市水道事業予定損益計算書（前年度）

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）
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５． 水道事業特別利益

（１） 過 年 度 損 益 修 正 益 1,000

６． 水道事業特別損失

（１） 過 年 度 損 益 修 正 損 200,000

（２） 解 体 撤 去 事 業 費 41,880,000

（３） 資 産 減 耗 費 8,073,000 50,153,000 △ 50,152,000

７． 予備費

（１） 予 備 費 500,000 △ 500,000

当 年 度 純 利 益 89,898,000

前年度繰越利益剰余金 80,978,811

当年度未処分利益剰余金 170,876,811

- 24 --    -24



（単位　円）

１．固　定　資　産

(1)

イ． 179,686,741

ロ． 503,227,926

△ 287,713,391 215,514,535

ハ． 17,130,039,995

△ 7,404,201,962 9,725,838,033

ニ． 2,875,147,945

△ 2,142,353,619 732,794,326

ホ． 12,853,996

△ 6,941,438 5,912,558

ヘ． 129,320,799

△ 92,618,618 36,702,181

ト． 659,126,250

11,555,574,624

(2)

イ． 581,600

ロ． 12,647,858

△ 9,439,660 3,208,198 

3,789,798

11,559,364,422

橋 り ょ う 利 用 権

橋りょう利用権減価償却累計額

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

- 25 -

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 備 品

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

令和２年度　能代市水道事業予定貸借対照表（前年度）

（令和３年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部

有 形 固 定 資 産
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２．流　動　資　産

(1) 519,772,556

(2)

イ． 46,239,296

ロ． 790,000

ハ． 93,318,000

145,347,296

(3) △ 1,399,648 

(4)

イ． 2,260,160

ロ． 7,373,255

9,633,415 

(5)

イ． 11,153,816

11,153,816 

684,507,435

12,243,871,857

３．固　定　負　債

(1)

イ．建設改良等の財源に充てるための企業債 4,602,681,646

ロ． 41,390,000

4,644,071,646

4,644,071,646

企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　　　債　　　の　　　部

量 水 器

貯 蔵 品 合 計

そ の 他 流 動 資 産

預 り 金

そ の 他 流 動 資 産 合 計

そ の 他 未 収 金

未 収 金 合 計

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

材 料

- 26 -

現 金 預 金

未 収 金

営 業 未 収 金

営 業 外 未 収 金
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４．流　動　負　債

(1)

イ．建設改良等の財源に充てるための企業債 382,192,000

ロ． 4,610,000

386,802,000

(2)

イ． 36,043,000

ロ． 14,102,000

ハ． 17,482,000

67,627,000

(3) 4,547,000

(4)

イ． 54,284,303

54,284,303

513,260,303

５．繰　延　収　益

(1) 5,296,584,587

(2) △ 2,730,681,905 

2,565,902,682

7,723,234,631

６．資　　本　　金

(1)

イ． 15,512,546

ロ． 2,092,913,513

ハ． 2,241,334,356

自 己 資 本 金

固 有 資 本 金

繰 入 資 本 金

組 入 資 本 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

- 27 -

資　　　本　　　の　　　部

預 り 金

そ の 他 流 動 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

未 払 い 消 費 税

そ の 他 未 払 金

未 払 金 合 計

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

営 業 未 払 金

２．流　動　資　産

(1) 519,772,556

(2)

イ． 46,239,296

ロ． 790,000

ハ． 93,318,000

145,347,296

(3) △ 1,399,648 

(4)

イ． 2,260,160

ロ． 7,373,255

9,633,415 

(5)

イ． 11,153,816

11,153,816 

684,507,435

12,243,871,857

３．固　定　負　債

(1)

イ．建設改良等の財源に充てるための企業債 4,602,681,646

ロ． 41,390,000

4,644,071,646

4,644,071,646

企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　　　債　　　の　　　部

量 水 器

貯 蔵 品 合 計

そ の 他 流 動 資 産

預 り 金

そ の 他 流 動 資 産 合 計

そ の 他 未 収 金

未 収 金 合 計

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

材 料
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現 金 預 金

未 収 金

営 業 未 収 金

営 業 外 未 収 金
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4,349,760,415

4,349,760,415

７．剰　　余　　金

(1)

イ．

80,978,811

89,898,000

170,876,811

170,876,811

4,520,637,226

12,243,871,857

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

繰越利益剰余金年度末残高

当 年 度 純 利 益

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 金 合 計

自 己 資 本 金 合 計

- 28 -
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4,349,760,415

4,349,760,415

７．剰　　余　　金

(1)

イ．

80,978,811

89,898,000

170,876,811

170,876,811

4,520,637,226

12,243,871,857

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

繰越利益剰余金年度末残高

当 年 度 純 利 益

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 金 合 計

自 己 資 本 金 合 計
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Ⅰ． 重要な会計方針

１ 　固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

 　・減価償却の方法　　　　　定額法による。定額法による。

 　・主な耐用年数

　 　建物　　　　　　　　　　15～50年１０～５０年

　 　構築物　　　　　　　　　50年１０～６０年

　 　機械及び装置　　　　　15～50年８～２０年

　 　工具器具備品　　　　　　 4～15年５～１５年

２ 　引当金の計上方法

３ 　消費税及び地方消費税の会計処理

Ⅱ． 予定貸借対照表等関連

１ 　企業債の償還に係る他会計の負担

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

注記

(1)退職給付引当金

   公営企業に属する間の職員の退職手当組合への積立は公営企業が行い、退職時の追加費用は発生しないものとしている

 ため、退職給付引当金は計上していない。

(2)賞与引当金

   職員の期末手当及び勤勉手当並びに期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支

 給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

(3)貸倒引当金

　 水道料金債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権について個別に回収可能性を検討し、回

 収不能見込額を計上している。

　貸借対照表に計上されている企業債(当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、

他会計が負担すると見込まれる額は７２７，９２２千円である。

- 29 --    -29



- 30 --    -30



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
下 水 道 事 業 会 計 予 算 
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収　　　入

予定額（千円） 備　　　　　考

１．下水道事業収益 1,679,376

１．営 業 収 益 728,185

１．下 水 道 使 用 料 446,519 下水道使用料及び消費税相当額

２．他 会 計 負 担 金 281,355 雨水処理負担金等

３．そ の 他 営 業 収 益 311

２．営 業 外 収 益 951,190

１．受 取 利 息 1

２．他 会 計 補 助 金 532,545 一般会計補助金

３．長 期 前 受 金 戻 入 383,513

４．雑 収 益 1,906

５．消 費 税 還 付 金 33,225

３．特 別 利 益 1

１．過年度損益修正益 1

- 31 -

項

令和３年度　能代市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

款 目
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支　　　出

予定額（千円） 備　　　　　考

１．下水道事業費用 1,417,366

１．営 業 費 用 1,256,573

１．管 渠 費 49,184 維持管理等委託料、修繕費、人件費等

２．ポ ン プ 場 費 34,976 維持管理等委託料、動力費、修繕費等

３．処 理 場 費 204,052 維持管理等委託料、動力費、負担金等

４．普 及 指 導 費 619 水洗便所改造資金利子補給費補助金等

５．業 務 費 34,359 下水道使用料徴収事務委託料

６．総 係 費 31,404 庁舎管理負担金、人件費等

７．減 価 償 却 費 899,839

８．資 産 減 耗 費 2,139

９．そ の 他 営 業 費 用 1

２．営 業 外 費 用 160,393

１．支 払 利 息 160,392 企業債利息、一時借入金利息

２．雑 支 出 1

３．特 別 損 失 100

１．過年度損益修正損 100 過年度分使用料還付金

４．予 備 費 300

１．予 備 費 300

項 目

- 32 -

款
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支　　　出

予定額（千円） 備　　　　　考

１．下水道事業費用 1,417,366

１．営 業 費 用 1,256,573

１．管 渠 費 49,184 維持管理等委託料、修繕費、人件費等

２．ポ ン プ 場 費 34,976 維持管理等委託料、動力費、修繕費等

３．処 理 場 費 204,052 維持管理等委託料、動力費、負担金等

４．普 及 指 導 費 619 水洗便所改造資金利子補給費補助金等

５．業 務 費 34,359 下水道使用料徴収事務委託料

６．総 係 費 31,404 庁舎管理負担金、人件費等

７．減 価 償 却 費 899,839

８．資 産 減 耗 費 2,139

９．そ の 他 営 業 費 用 1

２．営 業 外 費 用 160,393

１．支 払 利 息 160,392 企業債利息、一時借入金利息

２．雑 支 出 1

３．特 別 損 失 100

１．過年度損益修正損 100 過年度分使用料還付金

４．予 備 費 300

１．予 備 費 300

項 目
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款

収　　　入

予定額（千円） 備　　　　　考

１．資 本 的 収 入 1,563,527

１．企 業 債 1,080,300

１．企 業 債 1,080,300

２．出 資 金 59,225

１．出 資 金 59,225 一般会計出資金

３．国 庫 補 助 金 384,500

１．国 庫 補 助 金 384,500

４．他 会 計 補 助 金 702

１．他 会 計 補 助 金 702 一般会計補助金

５．負 担 金 38,800

１．受 益 者 負 担 金 38,800

- 33 -

款 項 目

資本的収入及び支出
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支　　　出

予定額（千円） 備　　　　　考

１．資 本 的 支 出 2,082,428

１．建 設 改 良 費 1,143,788

１．管 渠 建 設 改 良 費 1,111,593 工事請負費、委託料、補償費、事務費

２．ポンプ場建設改良費 10,000 委託料

３．建 設 総 務 費 22,195 受益者負担金徴収事務等委託料、人件費等

２．企 業 債 償 還 金 938,640

１．企 業 債 償 還 金 938,640 企業債元金償還金

- 34 -

款 項 目
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支　　　出

予定額（千円） 備　　　　　考

１．資 本 的 支 出 2,082,428

１．建 設 改 良 費 1,143,788

１．管 渠 建 設 改 良 費 1,111,593 工事請負費、委託料、補償費、事務費

２．ポンプ場建設改良費 10,000 委託料

３．建 設 総 務 費 22,195 受益者負担金徴収事務等委託料、人件費等

２．企 業 債 償 還 金 938,640

１．企 業 債 償 還 金 938,640 企業債元金償還金
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款 項 目

（単位　円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益 213,819,000
減価償却費 899,839,000
貸倒引当金の増減額（△は減少） 0
賞与引当金の増減額（△は減少） 46,000
長期前受金戻入額 △ 383,513,000
受取利息及び受取配当金 △ 1,000
支払利息 160,392,000
固定資産除却損 2,139,000
未収金の増減額（△は増加） 8,720,172
未払金の増減額（△は減少) 3,446,650
小計 904,887,822
利息及び配当金の受取額 1,000
利息の支払額 △ 160,392,000
業務活動によるキャッシュ・フロー 744,496,822

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 992,141,909
国庫補助金等による収入 379,163,000
一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 638,000
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 612,340,909

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,080,300,000
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 938,640,000
他会計等からの出資による収入 59,225,000
財務活動によるキャッシュ・フロー 200,885,000

Ⅳ　資金増加（減少）額 333,040,913
Ⅴ　資金期首残高 895,285,670
Ⅵ　資金期末残高 1,228,326,583

- 35 -

令和３年度　能代市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）
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（単位千円）

本年度 0 人 8 人

前年度 0 人 9 人

比 較 0 △1

手当の

内 訳

職員数8人の内訳
　再任用職員　 　　 　  人
  会計年度任用職員　    人
　上記以外の職員  　   8人
職員数9人の内訳
　再任用職員　 　　 　  人
　会計年度任用職員　    人
　上記以外の職員  　   9人

5,367

5,365 33,653 77,364

14,979

17,174

- 36 -

区　　分 備 考

給　与　費　明　細　書

１．総　　括

職　員　数

（ 3）

（ 3）

給　　料

29,761

手    当

19,106

合 　計

69,213

計

54,234

法定福利費

扶 養 手 当

1,419

1,256

本 年 度

前 年 度

住 居 手 当

△3,892

405

405

比 較

区　　分

648

972

△324

※職員数欄の（　　）内は、再任用短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が
　常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書き

区　　分

（ 0）

0

管理職手当

本 年 度

前 年 度

比 較

期末勤勉手当 寒冷地手当

△2,066

特別職 一般職

通 勤 手 当

149

173

△24

3,571

0

14,132 602

163

37

0

△8,151

管 理 職 員

特別勤務手当

時 間 外

勤 務 手 当

3,571 24

24

0

休日勤務手当

37

職員数△1人の内訳
　再任用職員　 　　 　  人
  会計年度任用職員　    人
　上記以外の職員  　 △1人

給　　　　　与　　　　　費

△2,0662 △2,195

21,172 60,190

△5,956

報　　酬

△1,901 20

19,106

計

21,172

12,231 622
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（単位千円）

本年度 0 人 8 人

前年度 0 人 9 人

比 較 0 △1

手当の

内 訳

職員数8人の内訳
　再任用職員　 　　 　  人
  会計年度任用職員　    人
　上記以外の職員  　   8人
職員数9人の内訳
　再任用職員　 　　 　  人
　会計年度任用職員　    人
　上記以外の職員  　   9人

5,367

5,365 33,653 77,364

14,979

17,174

- 36 -

区　　分 備 考

給　与　費　明　細　書

１．総　　括

職　員　数

（ 3）

（ 3）

給　　料

29,761

手    当

19,106

合 　計

69,213

計

54,234

法定福利費

扶 養 手 当

1,419

1,256

本 年 度

前 年 度

住 居 手 当

△3,892

405

405

比 較

区　　分

648

972

△324

※職員数欄の（　　）内は、再任用短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が
　常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書き

区　　分

（ 0）

0

管理職手当

本 年 度

前 年 度

比 較

期末勤勉手当 寒冷地手当

△2,066

特別職 一般職

通 勤 手 当

149

173

△24

3,571

0

14,132 602

163

37

0

△8,151

管 理 職 員

特別勤務手当

時 間 外

勤 務 手 当

3,571 24

24

0

休日勤務手当

37

職員数△1人の内訳
　再任用職員　 　　 　  人
  会計年度任用職員　    人
　上記以外の職員  　 △1人

給　　　　　与　　　　　費

△2,0662 △2,195

21,172 60,190

△5,956

報　　酬

△1,901 20

19,106

計

21,172

12,231 622

 ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位千円）

本年度 0 人 8 人

前年度 0 人 9 人

比 較 0 △1

手当の

内 訳

37 24

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 管理職手当
時 間 外

休日勤務手当

△2,170△2,005 20

17,985

13,115 602 20,155

0 0 0

　再任用職員　 　　 　  人
  再任用以外の職員   △1人

※職員数欄の（　　）内は、再任用短時間勤務職員について外書き

区　　分

0 △3,892 △2,170 △6,062 △2,235 △8,297

管 理 職 員

勤 務 手 当 特別勤務手当

1,419 648 149 405 3,571本 年 度

前 年 度

比 較

区　　分

1,256 972 173 405

- 37 -

計

11,110 622

3,571 37 24

163 △324 △24 0

本 年 度

前 年 度

比 較

期末勤勉手当 寒冷地手当

職員数8人の内訳

　再任用職員　 　　 　  人
  再任用以外の職員     8人

職員数9人の内訳

　再任用職員　 　　 　  人
  再任用以外の職員     9人

（  ）

69,845

（  ）

職員数△1人の内訳

0 29,761 17,985 47,746 13,802 61,548

0 33,653 20,155 53,808 16,037

（  ）

区　　分 備 考
計

職　員　数 給　　　　　与　　　　　費
法定福利費 合 　計

特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手    当
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 イ　会計年度任用職員 （単位千円）

本年度 0 人

前年度 0 人

比 較 0

手当の

内　訳

備考
給　　　　　与　　　　　費

5,367 1,177 7,6650 1,121 6,488

2 0 104 106 40 146

5,365 0 1,017 6,382 1,137 7,519

報　　酬 給　　料 手    当 計
法定福利費

計

1,017

104

（ 0）

※職員数欄の（　　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占め
　る職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書き

区　　分

（ 3）

（ 3）

区　　分 合 　計
職員数

一般職

1,121 1,121

期末勤勉手当

- 38 -

本 年 度

前 年 度

比 較

1,017

104
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 イ　会計年度任用職員 （単位千円）

本年度 0 人

前年度 0 人

比 較 0

手当の

内　訳

備考
給　　　　　与　　　　　費

5,367 1,177 7,6650 1,121 6,488

2 0 104 106 40 146

5,365 0 1,017 6,382 1,137 7,519

報　　酬 給　　料 手    当 計
法定福利費

計

1,017

104

（ 0）

※職員数欄の（　　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占め
　る職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書き

区　　分

（ 3）

（ 3）

区　　分 合 　計
職員数

一般職

1,121 1,121

期末勤勉手当
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本 年 度

前 年 度

比 較

1,017

104

２．給料及び手当の増減額の明細 （単位千円）

区　　分 備 考

給　　 　料 △3,892 昇給に伴う増加分 531

そ の 他 の 増 減 分 △4,423 異動等

手       当 △2,170 そ の 他 の 増 減 分 △2,170 扶養手当 163

住居手当 △324

通勤手当 △24

期末勤勉手当 △2,005

寒冷地手当 20

報　　　 酬 2 増 減 分 2 異動等

手       当 104 増 減 分 104 期末手当

報　　　 酬 2

給　　　 料 △3,892

手       当 △2,066

合
計

-39-

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明

会
計
年
度
任
用
職
員
以
外
の
職
員

会
計
年
度

任
用
職
員
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３．給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与 （２）初　　任　　給

円 円

円 円

歳 歳

円 円

円 円

歳 歳

（３）級別職員数

人 ％ 人 ％

（級別の基準となる職務）

６ 級 ７ 級

行 政 職 主 事 主 任 主 査 係 長 課 長 補 佐 課 長 部 長

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級

1 11.1

8 100.0 9 100.0

５　級

６　級

７　級

計

３　級 4 44.5

2 25.0 3 33.3

1 11.1

４　級

職 員 数 構 成 比

306,854

45.1 35.0

38.8 35.0
大　学　卒

平 均 年 齢

級

行　 　　　政 　　　　職

平均給与月額

平均給料月額

平均給与月額

円

181,928 円
346,359 274,479

368,779

149,610 円
329,529 236,826

308,443 207,451
高　校　卒 149,610
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区 分
事　　務 技　　術

区　　　分 行　政　職
一般会計の制度

（行政職） （行政職） 行　政　職

平均給料月額

令和３年４月１日現在

181,928 円

令和２年４月１日現在

平 均 年 齢

区        分
行　 　　　政 　　　　職

級
区        分

１　級

２　級

令和２年４月１日現在

1 12.5

4 50.0

1 12.5

令和３年４月１日現在

１　級

２　級

３　級

４　級

５　級

６　級

７　級

計

職 員 数 構 成 比
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３．給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与 （２）初　　任　　給

円 円

円 円

歳 歳

円 円

円 円

歳 歳

（３）級別職員数

人 ％ 人 ％

（級別の基準となる職務）

６ 級 ７ 級

行 政 職 主 事 主 任 主 査 係 長 課 長 補 佐 課 長 部 長

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級

1 11.1

8 100.0 9 100.0

５　級

６　級

７　級

計

３　級 4 44.5

2 25.0 3 33.3

1 11.1

４　級

職 員 数 構 成 比

306,854

45.1 35.0

38.8 35.0
大　学　卒

平 均 年 齢

級

行　 　　　政 　　　　職

平均給与月額

平均給料月額

平均給与月額

円

181,928 円
346,359 274,479

368,779

149,610 円
329,529 236,826

308,443 207,451
高　校　卒 149,610
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区 分
事　　務 技　　術

区　　　分 行　政　職
一般会計の制度

（行政職） （行政職） 行　政　職

平均給料月額

令和３年４月１日現在

181,928 円

令和２年４月１日現在

平 均 年 齢

区        分
行　 　　　政 　　　　職

級
区        分

１　級

２　級

令和２年４月１日現在

1 12.5

4 50.0

1 12.5

令和３年４月１日現在

１　級

２　級

３　級

４　級

５　級

６　級

７　級

計

職 員 数 構 成 比

（４）昇　給

職　員　数 職　員　数

昇給に係る職員数 昇給に係る職員数

１号給 １号給

２号給 ２号給

３号給 ３号給

４号給 ４号給

６号給 ６号給

８号給 ８号給

比　率（Ｂ）／（Ａ） 比　率（Ｂ）／（Ａ）

（５）期末手当・勤勉手当

（６）その他の手当

区　　　　　　　　　　　分 行　政　職 区　　　　　　　　　　　分 行　政　職

（人） 9

（Ｂ） （人） 8 （Ｂ） （人） 9本
　
　
　
年
　
　
　
度

（Ａ） （人） 8

前
　
　
　
年
　
　
　
度

（Ａ）

号給数別内訳

（人）

号給数別内訳
（人） 1 （人） 1

（人） 7 （人） 8

（人）

（人） （人）

100.0

（人） （人）

（人） （人）

１２　月

（％） 100.0 （％）

２．１５０月分 ４．３００月分 有

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支　給　率　計
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

一 般 会 計 の 制 度 ２．１５０月分

備　　　考
６　　月

- 41 -

区　　　　　　分 一般会計の制度との異同

扶　養　手　当 同　じ

住　居　手　当 同　じ

前 年 度 ２．１７５月分 ２．１７５月分 ４．３５０月分 有

通　勤　手　当 同　じ

本 年 度 ２．１５０月分 ２．１５０月分 ４．３００月分 有
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                                                                                                                           　　　　  （単位　千円）

 平成29年度水洗便所改造資金  平成２９年度の水洗便所改造資金として金融機関が 令和　　年度

 利子補給費補助金  融資した額１，０００千円を限度に５０ヶ月の元金 58 ３～４ 4 4
 均等払いに対する年利５．００％以内の利子補給額

 平成29年度水洗便所改造資金  平成２９年度の水洗便所改造資金として金融機関が

 損失補償  融資した総額の１０．０％に相当する額

 平成30年度水洗便所改造資金  平成３０年度の水洗便所改造資金として金融機関が

 利子補給費補助金  融資した額１，０００千円を限度に５０ヶ月の元金 35 ３～５ 10 10
 均等払いに対する年利５．００％以内の利子補給額

 平成30年度水洗便所改造資金  平成３０年度の水洗便所改造資金として金融機関が

 損失補償  融資した総額の１０．０％に相当する額

 令和元年度水洗便所改造資金  令和元年度の水洗便所改造資金として金融機関が融

 利子補給費補助金  資した額１，０００千円を限度に５０ヶ月の元金均 令和２ 61 ３～６ 57 57
 等払いに対する年利５．００％以内の利子補給額

 令和元年度水洗便所改造資金  令和元年度の水洗便所改造資金として金融機関が融

 損失補償  資した総額の１０．０％に相当する額

 令和2年度水洗便所改造資金  令和２年度の水洗便所改造資金として金融機関が融

 利子補給費補助金  資した額１，０００千円を限度に５０ヶ月の元金均 ３～７ 298 298
 等払いに対する年利５．００％以内の利子補給額

 令和2年度水洗便所改造資金  令和２年度の水洗便所改造資金として金融機関が融

 損失補償  資した総額の１０．０％に相当する額

 令和3年度水洗便所改造資金  令和３年度の水洗便所改造資金として金融機関が

 利子補給費補助金  融資した額１，０００千円を限度に５０ヶ月の元金 ４～８ 473 473
 均等払いに対する年利５．００％以内の利子補給額

 令和3年度水洗便所改造資金  令和３年度の水洗便所改造資金として金融機関が

 損失補償  融資した総額の１０．０％に相当する額

- 42 -

債務負担行為に関する調書

事　　　　　　　項 限　　度　　額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義務発生予定額

左の財源内訳

期　間 金　　額 期　間 金　　額
国　庫
補助金

企業債 その他

600

317

令和２ ３～７ 507 507

令和元～２ ３～６ 317

３～８ 600

　　　　年度
平成３０～

令和２

令和元～２

82
平成３０～

令和２
３～５ 82

平成２９～
令和２

３～４ 100 100
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                                                                                                                           　　　　  （単位　千円）

 平成29年度水洗便所改造資金  平成２９年度の水洗便所改造資金として金融機関が 令和　　年度

 利子補給費補助金  融資した額１，０００千円を限度に５０ヶ月の元金 58 ３～４ 4 4
 均等払いに対する年利５．００％以内の利子補給額

 平成29年度水洗便所改造資金  平成２９年度の水洗便所改造資金として金融機関が

 損失補償  融資した総額の１０．０％に相当する額

 平成30年度水洗便所改造資金  平成３０年度の水洗便所改造資金として金融機関が

 利子補給費補助金  融資した額１，０００千円を限度に５０ヶ月の元金 35 ３～５ 10 10
 均等払いに対する年利５．００％以内の利子補給額

 平成30年度水洗便所改造資金  平成３０年度の水洗便所改造資金として金融機関が

 損失補償  融資した総額の１０．０％に相当する額

 令和元年度水洗便所改造資金  令和元年度の水洗便所改造資金として金融機関が融

 利子補給費補助金  資した額１，０００千円を限度に５０ヶ月の元金均 令和２ 61 ３～６ 57 57
 等払いに対する年利５．００％以内の利子補給額

 令和元年度水洗便所改造資金  令和元年度の水洗便所改造資金として金融機関が融

 損失補償  資した総額の１０．０％に相当する額

 令和2年度水洗便所改造資金  令和２年度の水洗便所改造資金として金融機関が融

 利子補給費補助金  資した額１，０００千円を限度に５０ヶ月の元金均 ３～７ 298 298
 等払いに対する年利５．００％以内の利子補給額

 令和2年度水洗便所改造資金  令和２年度の水洗便所改造資金として金融機関が融

 損失補償  資した総額の１０．０％に相当する額

 令和3年度水洗便所改造資金  令和３年度の水洗便所改造資金として金融機関が

 利子補給費補助金  融資した額１，０００千円を限度に５０ヶ月の元金 ４～８ 473 473
 均等払いに対する年利５．００％以内の利子補給額

 令和3年度水洗便所改造資金  令和３年度の水洗便所改造資金として金融機関が

 損失補償  融資した総額の１０．０％に相当する額
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債務負担行為に関する調書

事　　　　　　　項 限　　度　　額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義務発生予定額

左の財源内訳

期　間 金　　額 期　間 金　　額
国　庫
補助金

企業債 その他

600

317

令和２ ３～７ 507 507

令和元～２ ３～６ 317

３～８ 600

　　　　年度
平成３０～

令和２

令和元～２

82
平成３０～

令和２
３～５ 82

平成２９～
令和２

３～４ 100 100

（単位　円）

１．固　定　資　産

(1)

イ． 494,480,963

ロ． 1,008,361,292

△ 272,456,642 735,904,650

ハ． 24,147,962,122

△ 4,931,096,167 19,216,865,955

ニ． 5,219,528,345

△ 1,858,332,366 3,361,195,979

ホ． 423,200

△ 402,040 21,160

ヘ． 23,889,225

△ 18,865,166 5,024,059

ト． 23,432,091

23,836,924,857

(2)

イ． 828,000

ロ． 78,757,101

△ 4,111,000 74,646,101

75,474,101

23,912,398,958

施 設 利 用 権

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産 合 計
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固 定 資 産 合 計

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

電 話 加 入 権

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

令和３年度　能代市下水道事業予定貸借対照表（当年度）

（令和４年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部

車 両 運 搬 具

構 築 物

有 形 固 定 資 産 合 計

工 具 器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額
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２．流　動　資　産

(1) 1,228,326,583

(2)

イ． 49,638,352

ロ． 33,225,000

82,863,352

(3) △ 339,000 

1,310,850,935

25,223,249,893

３．固　定　負　債

(1)

イ．建設改良等の財源に充てるための企業債 12,157,044,394

12,157,044,394

12,157,044,394

４．流　動　負　債

(1)

イ．建設改良等の財源に充てるための企業債 986,612,000

986,612,000

(2)

イ． 22,427,000

ロ． 57,189,400

79,616,400

(3) 4,329,000

(4)

イ． 1,036,000

1,036,000

1,071,593,400

資 産 合 計

企 業 債

固 定 負 債 合 計

負　　　債　　　の　　　部

未 払 金

流 動 負 債 合 計

営 業 未 払 金

企 業 債 合 計

企 業 債 合 計

現 金 預 金

未 収 金 合 計

営 業 未 収 金

未 収 金

- 44 -

営 業 外 未 収 金

貸 倒 引 当 金

引 当 金

企 業 債

流 動 資 産 合 計

そ の 他 未 払 金

未 払 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

預 り 金

そ の 他 流 動 負 債 合 計
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５．繰　延　収　益

(1) 12,343,149,878

(2) △ 2,939,345,574 

9,403,804,304

22,632,442,098

６．資　　本　　金

(1)

イ． 946,857,519

ロ． 689,262,000

ハ． 740,869,276

2,376,988,795

2,376,988,795

７．剰　　余　　金

(1)

イ．

213,819,000

213,819,000

213,819,000

2,590,807,795

25,223,249,893

繰 入 資 本 金

組 入 資 本 金

当年度未処分利益剰余金

自 己 資 本 金 合 計

固 有 資 本 金

利 益 剰 余 金

負 債 合 計

資 本 金 合 計

自 己 資 本 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

当 年 度 純 利 益
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負 債 資 本 合 計

資　　　本　　　の　　　部

繰 延 収 益 合 計

長期前受金収益化累計額

長 期 前 受 金
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（単位　円）

１． 下水道事業営業収益

（１） 下 水 道 使 用 料 407,818,000

（２） 他 会 計 負 担 金 212,027,000

（３） そ の 他 の 営 業 収 益 280,000 620,125,000

２． 下水道事業営業費用

（１） 管 渠 費 41,776,000

（２） ポ ン プ 場 費 33,985,000

（３） 処 理 場 費 179,508,000

（４） 普 及 指 導 費 212,000

（５） 業 務 費 31,277,000

（６） 総 係 費 31,697,000

（７） 減 価 償 却 費 820,018,000

（８） 資 産 減 耗 費 4,280,000

（９） そ の 他 の 営 業 費 用 1,000 1,142,754,000

営 業 損 失 522,629,000

３． 下水道事業営業外収益

（１） 受 取 利 息 1,000

（２） 他 会 計 補 助 金 520,348,000

（３） 長 期 前 受 金 戻 入 347,379,000

（４） 雑 収 益 2,365,000 870,093,000

４． 下水道事業営業外費用

（１） 支 払 利 息 145,638,000

（２） 雑 支 出 1,000 145,639,000 724,454,000

経 常 利 益 201,825,000
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令和２年度　能代市下水道事業予定損益計算書（前年度）

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）
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（単位　円）

１． 下水道事業営業収益

（１） 下 水 道 使 用 料 407,818,000

（２） 他 会 計 負 担 金 212,027,000

（３） そ の 他 の 営 業 収 益 280,000 620,125,000

２． 下水道事業営業費用

（１） 管 渠 費 41,776,000

（２） ポ ン プ 場 費 33,985,000

（３） 処 理 場 費 179,508,000

（４） 普 及 指 導 費 212,000

（５） 業 務 費 31,277,000

（６） 総 係 費 31,697,000

（７） 減 価 償 却 費 820,018,000

（８） 資 産 減 耗 費 4,280,000

（９） そ の 他 の 営 業 費 用 1,000 1,142,754,000

営 業 損 失 522,629,000

３． 下水道事業営業外収益

（１） 受 取 利 息 1,000

（２） 他 会 計 補 助 金 520,348,000

（３） 長 期 前 受 金 戻 入 347,379,000

（４） 雑 収 益 2,365,000 870,093,000

４． 下水道事業営業外費用

（１） 支 払 利 息 145,638,000

（２） 雑 支 出 1,000 145,639,000 724,454,000

経 常 利 益 201,825,000
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令和２年度　能代市下水道事業予定損益計算書（前年度）

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

５． 下水道事業特別利益

（１） 過 年 度 損 益 修 正 益 1,000

６． 下水道事業特別損失

（１） 過 年 度 損 益 修 正 損 91,000 △ 90,000

７． 予備費

（１） 予 備 費 300,000 △ 300,000

当 年 度 純 利 益 201,435,000

前年度繰越利益剰余金 0

当年度未処分利益剰余金 201,435,000
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（単位　円）

１．固　定　資　産

(1)

イ． 494,480,963

ロ． 1,008,361,292

△ 232,597,642 775,763,650

ハ． 23,169,691,445

△ 4,361,133,831 18,808,557,614

ニ． 5,219,528,345

△ 1,574,659,366 3,644,868,979

ホ． 423,200

△ 402,040 21,160

ヘ． 23,889,225

△ 17,218,166 6,671,059

ト． 14,270,182

23,744,633,607

(2)

イ． 828,000

ロ． 78,757,101

△ 2,055,000 76,702,101

77,530,101

23,822,163,708

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

土 地
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令和２年度　能代市下水道事業予定貸借対照表（前年度）

（令和３年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部

有 形 固 定 資 産
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２．流　動　資　産

(1) 895,285,670

(2)

イ． 49,513,524

ロ． 42,070,000

91,583,524

(3) △ 339,000 

986,530,194

24,808,693,902

３．固　定　負　債

(1)

イ．建設改良等の財源に充てるための企業債 12,063,356,394

12,063,356,394

12,063,356,394

４．流　動　負　債

(1)

イ．建設改良等の財源に充てるための企業債 938,640,000

938,640,000

(2)

イ． 25,268,000

ロ． 50,901,750

76,169,750

(3) 4,212,000

(4)

イ． 1,036,000

1,036,000

1,020,057,750

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

預 り 金

そ の 他 流 動 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計
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未 払 金 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　　　債　　　の　　　部

企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

営 業 未 払 金

そ の 他 未 払 金

貸 倒 引 当 金

現 金 預 金

未 収 金

営 業 未 収 金

営 業 外 未 収 金

未 収 金 合 計
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５．繰　延　収　益

(1) 11,963,535,576

(2) △ 2,556,019,613 

9,407,515,963

22,490,930,107

６．資　　本　　金

(1)

イ． 946,857,519

ロ． 630,037,000

ハ． 539,434,276

2,116,328,795

2,116,328,795

７．剰　　余　　金

(1)

イ．

201,435,000

201,435,000

201,435,000

2,317,763,795

24,808,693,902負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

当 年 度 純 利 益

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

自 己 資 本 金

固 有 資 本 金

繰 入 資 本 金

組 入 資 本 金

自 己 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

資　　　本　　　の　　　部
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長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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Ⅰ． 重要な会計方針

１ 　固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

 　・減価償却の方法　　　　　定額法による。定額法による。

 　・主な耐用年数

　 　建物　　　　　　　　　　15～50年１５～５０年

　 　構築物　　　　　　　　　50年５０年

　 　機械及び装置　　　　　15～50年１５～２０年

　 　工具器具備品　　　　　　 4～15年５～１５年

２ 　引当金の計上方法

３ 　消費税及び地方消費税の会計処理

Ⅱ． 予定貸借対照表等関連

１ 　企業債の償還に係る他会計の負担

注記
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(1)退職給付引当金

 ため、退職給付引当金は計上していない。

(2)賞与引当金

   職員の期末手当及び勤勉手当並びに期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支

   公営企業に属する間の職員の退職手当組合への積立は公営企業が行い、退職時の追加費用は発生しないものとしている

 給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

他会計が負担すると見込まれる額は８，２０２，７１０千円である。

(3)貸倒引当金

　 債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権について個別に回収可能性を検討し、回収不能見

 込額を計上している。

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

　貸借対照表に計上されている企業債(当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、
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